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事業報告の「業務の適正を確保するための体制」及び「会社の財務及び事業の方針の決定を支配する

者の在り方に関する基本方針」

　(1) 業務の適正を確保するための体制

　平成18年４月27日開催の取締役会において、当社グループの取締役の職務の執行が法令及び定款に適合

することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保するための体制について決議し、その後、

社会情勢の変化に鑑み一部改訂を実施し、概要は以下のとおりとしております。

　 ① 取締役および使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する体制

　企業の経営理念の実現及び社会への貢献をするための普遍的事項を定めるコンプライアンス憲章に則

り、当社グループの役職員は職務の執行にあたりコンプライアンス憲章を行動規範として遵守するものと

する。

　また、コンプライアンス体制の構築、整備、維持を図るため、内部監査室を設置し、社内業務の実施状

況の把握、業務執行における法令、定款及び社内規程等の遵守状況調査などを定期的に実施する。内部監

査室は調査結果を対象部門へ通知し、改善を求めるとともに取締役会及び監査役会に対して適宜報告を行

うものとする。

　 ② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　株主総会議事録、取締役会議事録等の取締役の職務の執行に係る情報については、法令及び社内規程に

基づき、適切に保存及び管理するものとし、取締役及び監査役からの閲覧要請に迅速に対応できる管理体

制を維持する。

　また、当社事業の基幹資産である会員の登録情報等の個人情報については、当社が制定する「個人情報

保護マネジメント・システム」に基づき、個人情報に関する帳票、文書、データ等を保存及び管理する。

　 ③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(イ)業務遂行にあたっては、各種社内規程において、業務遂行の手順を明確に定めることによりリスク発

生の防止に努める。

(ロ)当社グループのリスクを統括する部門は当社経営管理本部とする。

(ハ)当社グループの各会社は、それぞれ行う事業に付随するリスクを常時把握し、リスク対策の必要性の

有無の検討、リスク低減のための対策の実施、実施したリスク対策の評価・検証・改善等の状況を当

社経営管理本部へ報告する。
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　 ④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役の職務執行が効率的に行われることの基礎として、定時取締役会を毎月１回開催するとともに、

必要に応じて機動的に臨時取締役会を開催し、迅速な経営上の意思決定を図り、取締役間の意思疎通を確

保するものとする。

　また、取締役会の経営方針に基づき、経営に関する重要事項を検討・協議するとともに、重要な業務に

関する意思決定を行う会議体として執行役員会を置き、適宜開催する。更に、執行役員制度を導入し、各

執行役員が取締役会の決定方針、監督の下に権限委譲を受けて業務執行を分担することにより、経営の効

率化を図るものとする。

⑤ 当該株式会社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制

　当社は事業持株会社であり、傘下の子会社を含め当社グループ全体における企業統治を行うこととし、

当社グループのコンプライアンス体制・リスク管理体制・内部統制システムの整備は、当社グループ全体

を対象とする。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制及び当

該使用人の取締役からの独立性に関する体制

　監査役からその職務を補助すべき使用人を置くことを求められた場合、監査役と協議のうえ、必要に応

じて監査役スタッフを配置することとする。当該スタッフの人事異動、考課については、常勤監査役の事

前の同意を得たうえで決定することで、取締役からの独立性を確保するものとする。

⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制及びその他監

査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　取締役は、監査役が出席する取締役会等の重要な会議において、職務執行の状況等について定期的に報

告を行う。また、取締役及び使用人は、当社の業務、業績に影響を与える重要な事項が発生又は発生する

恐れが判明した場合には、速やかに監査役に報告するものとする。

　監査役は、取締役及び使用人に対して、上記の報告事項その他業務執行の状況等について報告を求める

ことができるものとする。また、監査役は、会計監査人と適宜必要な情報交換、意見交換を行うなど連携

を保ち、監査の充実を図る。
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　 ⑧ 財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制

　財務報告の信頼性の確保及び金融商品取引法に定める内部統制報告書の有効かつ適切な提出のため、内

部統制システムを構築するとともに、当該システムと金融商品取引法及びその他の関連法令等との適合性

を確保するために、その仕組みが適正に機能することを継続的に評価し、必要な是正を行う。

⑨ 反社会的勢力排除に向けた体制

　社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは、取引関係その他一切の関係を持たず、反

社会的勢力から不当な要求等を受けた場合には、組織全体として毅然とした姿勢をもって対応する。

　(2) 会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社事業の発展、及びグループ会社としての発展を目的として、デジタル・アドバタイジング・コンソ

ーシアム株式会社（以下DAC社という。）が当社の親会社となり、議決権の43.35％を保有しております

（DAC社の親会社である株式会社博報堂DYホールディングスも、当社の親会社に該当することになりま

す。）。

　そのため、当社が株主の皆様の共同の利益確保・向上を損なうような、濫用的な買収等を受ける恐れは

低いものと考えており、「当社株式の大規模買付行為への対応策」その他の会社の財務及び事業の方針の

決定を支配する者の在り方に関する基本方針は定めておりません。

　なお、株主の皆様から経営を付託された経営者の責務として、当社株式の取引や異動の状況を把握し、

万一大規模買付行為を行う者が出現した場合、当社の社外取締役及び社外専門家等の意見等を慎重に考慮

のうえ、当該買付者の意図の確認、事業計画の評価及び交渉を行ってまいります。当該買付行為が当社の

企業価値及び株主共同の利益を毀損する恐れがあると合理的に判断されるときには、具体的な対抗策の要

否及び内容等を速やかに決定し、適切な対抗措置を講ずることの可能性を排除するものではありません。
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連 結 注 記 表

１．継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

　

２．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

　(１) 連結の範囲に関する事項

　 ① 連結子会社の状況

・連結子会社の数 14社

・主要な連結子会社の名称 ベンチャーユナイテッド株式会社

株式会社インターナショナルスポーツマーケティング

フォッグ株式会社

CocoPPa,Inc.

　

　 ② 非連結子会社の状況

・非連結子会社の名称 ADerL,Inc.

・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも

連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

　(２) 持分法の適用に関する事項

　 ① 持分法を適用した関連会社の数及び主要な会社等の名称

　 ・持分法を適用した関連会社の数 ３社

・関連会社の名称 ソーシャルワイヤー株式会社

ngiベンチャーコミュニティ・ファンド２号投資事業有限責任組合

DACベンチャーユナイテッド・ファンド１号投資事業有限責任組合

当連結会計年度において、株式の売却により株式会社富士山マガジンサービスを持分法適用の範囲から除

外しております。
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　 ② 持分法を適用しない非連結子会社の名称等

・非連結子会社の名称 ADerL,Inc.

・持分法を適用しない理由 持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重

要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

　

　(３) 会計処理基準に関する事項

　 ① 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 イ．有価証券

　a. その他有価証券

　 ・時価のあるもの 連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用してお

ります。

　 ・時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。

　b. 投資事業組合への出資金 組合契約に規定される決算報告日に応じて、入手可能な最近の決算書を

基礎とした損益帰属方式により取り込む方法によっております。

ロ．たな卸資産

　a．商品 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採

用しております。

　b．仕掛品及び貯蔵品 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用し

ております。

　 ② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

ロ．無形固定資産

定率法

定額法
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　 ③ 重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、当社及び連結子会社は一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

ロ．ポイント引当金 メディア会員等に対して付与したポイントの使用により今後発生すると

見込まれる景品交換費用等に備えるため、当連結会計年度末において将

来使用されると見込まれる額を計上しております。

　 ④ その他連結計算書類作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

３．連結貸借対照表に関する注記

　 該当事項はありません。
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

　(１) 発行済株式に関する事項

株 式 の 種 類
当 連 結 会 計
年 度 期 首

増 加 減 少
当 連 結 会 計
年 度 末

普 通 株 式 （株） 23,370,034 225,102 ― 23,595,136

（変動事由の概要）

　新株予約権行使によるものであります。

　(２) 自己株式に関する事項

株 式 の 種 類
当 連 結 会 計
年 度 期 首

増 加 減 少
当 連 結 会 計
年 度 末

普 通 株 式 （株） 7,061 250 ― 7,311

（変動事由の概要）

　自己株式の増加は、単元未満株式の買取による増加（250株）によるものであります。

　(３) 剰余金の配当に関する事項

　 ① 配当金支払額等

　 平成26年６月26日開催の株主総会による配当に関する事項

・配当金の総額 23,362千円

・１株当たり配当額 1.0円

・基 準 日 平成26年３月31日

・効 力 発 生 日 平成26年６月27日

　

　 平成26年11月５日開催の取締役会による配当に関する事項

・配当金の総額 23,567千円

・１株当たり配当額 1.0円

・基 準 日 平成26年9月30日

・効 力 発 生 日 平成26年12月４日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度になるもの

　 平成27年６月25日開催の株主総会による配当に関する事項

・配当金の総額 94,351千円

・１株当たり配当額 4.0円

・基 準 日 平成27年３月31日

・効 力 発 生 日 平成27年６月26日
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　(４) 新株予約権等に関する事項

内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

増加 減少
当連結会計
年度末

第 17 回 新 株
予 約 権 （平
成 25 年 12 月
17 日 発 行）

普通株式 170,000 ― 170,000 ― ―

ス ト ッ ク ・
オ プ シ ョ ン
と し て の
新 株 予 約 権

普通株式 ― ― ― ― 12,658

合計 ― ― ― ― 12,658

５.金融商品に関する注記

(１) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、事業計画に照らして必要な運転資金を主に銀行借入によって調達しております。ま

た、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。

　デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であり

ます。

② 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、営業投資有価証

券及び投資有価証券のうち上場株式は市場価格の変動リスクに、外貨建有価証券は為替の変動リスクに晒

されております。

　借入金は、運転資金の調達を目的としたものであり、返済期限は決算日後、最長で3ヵ月後であります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

　 イ.信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、債権管理に関する社内規程に従い、営業債権について各事業部門が主要な取引先の状

況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等に

よる回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の連結貸借対照表

価額により表わされています。

　 ロ.市場リスク（市場価格等の変動リスク）の管理

当社は、営業投資有価証券及び投資有価証券のうち上場株式については、定期的に時価や発行体（取引

先企業）の財務状況等を把握する等の管理を行っております。
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　 ハ.資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社グループは、管理本部が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手元流動性を十分に確保

することで、流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することもあります。

(２) 金融商品の時価等に関する事項

平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。（（注

２）をご参照ください。）

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額

(１) 現金及び預金 5,878,970 5,878,970 ―

(２) 受取手形及び売掛金 1,452,054 1,452,054 ―

(３) 投資有価証券

　 その他有価証券 242 242 ―

資産計 7,331,266 7,331,266 ―

(１) 買掛金 1,109,457 1,109,457 ―

(２) 短期借入金 100,000 100,000 ―

負債計 1,209,457 1,209,457 ―

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

＜資 産＞

(１)現金及び預金、（２）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

(３)投資有価証券

株式の時価は取引所の価格によっております。

＜負 債＞

(１)買掛金、(２)短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。
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(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　連結貸借対照表計上額 (千円)

　その他有価証券

　 営業投資有価証券に属するもの

　 非上場株式 652,017

　 投資信託 357,586

　 投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資 708,616

　 投資有価証券に属するもの

　 非上場株式 70,060

関係会社株式

非上場株式 163,944

合計 1,952,225

これらについては、市場価額がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握

することが極めて困難と認められるため、上表には含めておりません。

６．１株当たり情報に関する注記

　(１) １株当たり純資産額 345円40銭

　(２) １株当たり当期純利益 23円43銭

７．重要な後発事象に関する注記

株式の取得及び第三者割当増資の引受による子会社化

　当社は、平成27年４月30日開催の取締役会において、株式会社ヒッポスラボの株式取得及び第三者割当増資の

引受けにより同社を子会社化することを決議し、平成27年５月１日付けで同社の株式を取得し子会社化しており

ます。
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（１）企業結合の概要

　 ① 被取得企業の名称及び事業の内容

　 株式会社ヒッポスラボ （ソーシャルゲーム等の企画・開発・運用）

　 ② 企業結合を行った理由

　 当社グループとしてネイティブソーシャルゲーム事業へ参入することを目的として行いました。

　 ③ 企業結合日

　 平成27年５月１日

　 ④ 企業結合の法的形式

　 現金を対価とする株式取得及び第三者割当増資の引受

　 ⑤ 結合後企業の名称

　 株式会社ヒッポスラボ

　 ⑥ 取得する議決権比率

　 76.0％

（２）被取得企業の取得原価及びその内訳

株式取得の対価 ： 7,517千円

第三者割当増資引受の対価 ：105,010千円

取得に直接要した費用（デューデリジェンス費用等） ： 2,700千円（概算）

合計 ：115,228千円（概算）

（３）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

　 現時点では確定しておりません。

（４）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

　 現時点では確定しておりません。

８．その他の注記

　当連結会計年度において、有価証券の管理方針等の見直しを行い、当該方針に基づき、その他有価証券の

一部を営業投資目的の有価証券に変更しました。

　その結果、投資有価証券が404,176千円減少し、営業投資有価証券が同額増加しております。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

(注)連結計算書類の記載金額は、千円単位未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

１．継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準及び評価方法

　① 有価証券

イ．子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．その他有価証券

a. 時価のあるもの 事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しておりま

す。

b. 時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。

ハ．投資事業組合への出資金 組合契約に規定される決算報告日に応じて、入手可能な最近の決算書を

基礎とした損益帰属方式により取り込む方法によっております。

② たな卸資産

　 貯蔵品 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用し

ております。

（２）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

② 無形固定資産

定率法

定額法
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（３）引当金の計上基準

① 貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② ポイント引当金 メディア会員等に対して付与したポイントの使用により今後発生すると

見込まれる景品交換費用等に備えるため、当事業年度末において将来使

用されると見込まれる額を計上しております。

（４）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

３．貸借対照表に関する注記

（１）資産から直接控除した減価償却累計額

　 有形固定資産の減価償却累計額 146,994千円

（２）関係会社に対する金銭債権又は金銭債務

　 関係会社に対する短期金銭債権

　 関係会社に対する短期金銭債務

関係会社に対する長期金銭債権

213,956千円

285,427千円

140,720千円

４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

　関係会社に対する営業取引（収益） 553,444千円

　関係会社に対する営業取引（費用） 222,515千円

営業取引以外の取引による取引高

　関係会社に対する営業取引以外の取引（収益） 821千円

　関係会社に対する営業取引以外の取引（費用） 33,815千円
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５．株主資本等変動計算書に関する注記

　 自己株式に関する事項

株 式 の 種 類 当 事 業 年 度 期 首 増 加 減 少 当 事 業 年 度 末

普 通 株 式 （株） 7,061 250 － 7,311

　（変動事由の概要）

　 自己株式の増加は、単元未満株式の買取による増加によるものであります。

６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未払事業税 10,827千円

　ポイント引当金 11,884千円

　営業投資有価証券 123,280千円

　投資有価証券 101千円

　子会社株式 183,011千円

　繰越欠損金 407,308千円

　その他 71,364千円

繰延税金資産小計 807,779千円

　評価性引当額 △699,352千円

繰延税金資産合計 108,426千円
繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金負債

　譲渡資産調整勘定 21,652千円

　その他有価証券評価差額金 90,439千円

繰延税金負債合計 112,092千円

繰延税金負債の純額 3,665千円
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７．関連当事者との取引に関する注記

（１）親会社及び法人主要株主等

種類
会社等の

名称

資本金

（百万

円）

事業の

内容

議決権等の

所有（被所

有）割合

関連当事

者との

関係

取引の

内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

親会社

デジタル・
アドバタイ
ジング・コ
ンソーシア

ム㈱

4,031

デジタル
マーケテ
ィング事

業

（被所有）
直接
43.4％

営業取引
役員兼任

５名

メディア事業売上

（注）２.（１）、

（２）

71,209 売掛金 132,276

メディア事業仕入

（注）２.（１）、

（２）

218,352 買掛金 103,453

　（注）１. 上記のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高には消費税等が含まれております。

　 ２. 取引条件及び取引条件の決定方針

　 （１）取引条件は、市場価格を勘案して一般条件と同様に決定しております。

　 （２）メディア事業売上及び仕入は、各種取扱高を記載しております。

（２）子会社等

種類
会社等の

名称

資本金

（百万

円）

事業の

内容

議決権等の

所有割合

関連当事

者との

関係

取引の

内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

連結

子会社
㈱凸風 10

メディア

事業

（所有）

直接

100.0％

営業取引

役員兼任

３名

メディア事業仕入

（注）２.（１）、

（２）

17,551 買掛金 121,219

　（注）１. 上記のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高には消費税等が含まれております。

　 ２. 取引条件及び取引条件の決定方針

　 （１）取引条件は、市場価格を勘案して一般条件と同様に決定しております。

　 （２）メディア事業仕入は、各種取扱高を記載しております。

８．１株当たり情報に関する注記

（１）１株当たり純資産額 345円31銭

（２）１株当たり当期純利益 25円90銭
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９．重要な後発事象に関する注記

（新設分割）

当社は、平成27年１月27日開催の取締役会決議に基づき、平成27年４月１日付けで当社のデータベースマ

ーケティング部門に関わる事業に関する権利義務を新たに設立する会社へ承継しております（以下、「本分

割」という。）。

（１）本分割の目的

　当社のデータベースマーケティング事業は、懸賞サービス「ドリームメール」の運営およびメール広告の

販売を中心に展開しております。つきましては、同事業を分社化し、同事業の特性を踏まえた柔軟な組織運

営とスピーディーな意思決定の実現を図ることにより、当該事業の更なる強化と成長を目的として、データ

ベースマーケティング事業を分社化することといたしました。

（２）会社分割の要旨

①会社分割の日程

　 分割計画承認取締役会 平成27年１月27日

　 分割期日（効力発生日） 平成27年４月１日

　 ※本分割は会社法第805条の規定にもとづき株主総会の承認を得ることなく行います。

②分割の方式

　当社を分割会社とし、新たに設立するトレイス株式会社を新設会社とする単独新設分割であり、新設会

社を承継会社とする新設分割（簡易分割）となります。

③会社分割に係る割り当て

　新設会社は、本分割に際して株式1,000株を発行し、その全てを当社に割り当てます。

④会社分割の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い

　当社が発行する新株予約権の取り扱いについて、本分割による変更はありません。なお、新株予約権付

社債については、該当事項はありません。

⑤分割により減少する資本金

　本分割による資本金の減少はありません。

⑥新設会社が継承する権利義務

　新設会社は、本分割に際して、当社からデータベースマーケティング事業に属する資産・負債、契約

上の地位及びその他権利義務を承継いたします。なお、新設会社が新設分割により当社から承継する債

務は、新設会社が免責的にこれを引き受けます。

⑦債務履行の見込み

　本分割において、当社及び新設会社が負担すべき債務については、履行の見込みに問題はないものと判

断しております。
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（３）本分割の後の新設会社となる会社の概要

商号 トレイス株式会社

事業内容 データベースマーケティング事業

本店の所在地 東京都渋谷区渋谷一丁目２番５号

代表者の役職・氏名 代表取締役社長 小川 大介

資本金 10百万円

純資産 94百万円

総資産 148百万円

決算期 ３月末日

　

（株式の取得及び第三者割当増資の引受による子会社化）

当社は、平成27年４月30日開催の取締役会において、株式会社ヒッポスラボの株式取得及び第三者割当増

資の引受けにより同社を子会社化することを決議し、平成27年５月１日付けで同社の株式を取得し子会社化

しております。

（１）企業結合の概要

　 ① 被取得企業の名称及び事業の内容

　 株式会社ヒッポスラボ （ソーシャルゲーム等の企画・開発・運用）

　 ② 企業結合を行った理由

　 当社グループとしてネイティブソーシャルゲーム事業への参入することを目的として行いました。

　 ③ 企業結合日

　 平成27年５月１日

　 ④ 企業結合の法的形式

　 現金を対価とする株式取得及び第三者割当増資の引受

　 ⑤ 結合後企業の名称

　 株式会社ヒッポスラボ

　 ⑥ 取得する議決権比率

　 76.0％
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（２）被取得企業の取得原価及びその内訳

株式取得の対価 ： 7,517千円

第三者割当増資引受の対価 ：105,010千円

取得に直接要した費用（デューデリジェンス費用等） ： 2,700千円（概算）

合計 ：115,228千円（概算）

（３）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

　 現時点では確定しておりません。

　（４）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

　 現時点では確定しておりません。

10．その他の注記

当事業年度において、有価証券の管理方針等の見直しを行い、当該方針に基づき、その他有価証券の一部を

営業投資目的の有価証券に変更しました。

　その結果、投資有価証券が404,176千円減少し、営業投資有価証券が同額増加しております。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

　 (注) 計算書類の記載金額は、千円単位未満を切り捨てて表示しております。
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